
共同住宅等の特例基準改正の経緯

（1） 共同住宅用ＳＰの設置に係る適用範囲の拡大

【改正前】当庁の運用で253号通達を踏襲し、条例47条適用による共同住宅用ＳＰの設置を『二方向避難型』に限定(Ｈ19～)

【改正後】他都市の事例を踏まえ、共同住宅特例を適用した場合、31ｍ超階で１０階以下の階にも共同住宅用
ＳＰの設置を認める。

別紙１

（２）条例付加の非常電源種別の拡大

【改正前】条例で一定規模以上の防火対象物に自家発電設備等の設置を義務付けているが、共同住宅特例を適用した場合に自家
発電設備等の負荷が非常用コンセント設備のみとなる等不合理なケースがある。

【改正後】近年の火災発生状況、他都市の事例及び非常用ＥＶの予備電源との整合を踏まえ、共同住宅特例を適用した場合、
防火対象物が一定規模以下の場合、条例で設置を義務付ける非常電源の種別として非常電源専用受電設備を認める。

（例）二方向避難開放型の場合

(特例適用なし)
・屋内消火栓設備
・ＳＰ設備
・非常用コンセント設備

(特例適用あり)
・屋内消火栓設備 （設置なし）
・共住ＳＰ （専用受電設備）
・非常用コンセント設備（自家発電設備等）

自家発電設備等

〇経緯
平成17年から運用を開始した現行の共同住宅特例を適用する物件で不合理な部分が一部生じていることから

補正するもの。

10階

2階

1階

ＳＰ設備（条例）

～

３１ｍ

省令40号適用なし 省令40号適用（改正後）
全ての構造類型

省令40号適用（改正前）
開放型・その他型

11階～

10階

2階

1階

ＳＰ設備（条例）

ＳＰ設備（政令）

～

３１ｍ

11階～

10階

2階

1階

～

３１ｍ

11階～共同住宅用ＳＰ 共同住宅用ＳＰ

共同住宅用ＳＰ

ＰＰ ＰＰ

(特例適用あり)
・屋内消火栓設備 （設置なし）
・共住ＳＰ （専用受電設備）
・非常用コンセント設備（専用受電設備）


